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（写真）ベネズエラ外務省 “米国 Doug Burgum 内務長官がベネズエラ訪問、鉱物分野の協力を深化” 

 

 

２０２６年３月４日（水曜） 

 

政 治                     

「米内務長官がベネ訪問 鉱物分野について協議 

～２０社超の鉱物関連企業も協議に参加～」 

「国会議長 鉱物法の改定に動いている」 

「米国政府 American Airlines の運航を許可」 

経 済                     

「OFAC 鉱物開発の制裁ライセンス発行準備」 

「Monomeros 新ライセンス 収入は米国が管理」 

「ベネズエラからコロンビアへの電力供給を検討」 

「中銀 ２５年 GDP 成長率は前年比８．７％増」 

「２０２５年の鶏肉生産 前年比５０．４％増」 

 

２０２６年３月５日（木曜） 

 

政 治                    

「米・ベネズエラ 外交関係の正式再開を発表 

～暫定大統領 トランプ大統領に感謝～」 

「英国政府高官 ベネズエラを訪問」 

「米国 ベネズエラ原油輸送船会社の制裁解除」 

「MCM ３月下旬～４月上旬の帰国を検討か」 

経 済                    

「英 Shell ベネズエラ投資で複数の契約を締結 

～Vepica、Baker Hughes らプロジェクト関与～」 

「Trafigura Mineriven と GOLD 取引を締結」 

「OFAC GOLD RESERVE にライセンス発行」 
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２０２６年３月４日（水曜）             

政 治                       

「米内務長官がベネ訪問 鉱物分野について協議    

   ～２０社超の鉱物関連企業も協議に参加～」       

 

3 月 4 日 米国の Doug Burgum 内務長官はカラカスを

訪問し、ベネズエラのデルシー・ロドリゲス暫定大統領

と会談した。なお、同会合にはディオスダード・カベジ

ョ内務司法相も同席した。 

 

Burgum 内務長官がベネズエラを訪問した目的は、鉱物

関連の米国企業の投資促進。 

 

会談では、鉱物資源開発の促進に向けた制度改革や投資

環境の整備について協議が行われ、米国側は鉱山法改定

の迅速化を求めたという。 

 

また、為替市場安定の重要性にも言及し、企業活動を阻

害する為替レートの乖離を是正する必要性を指摘した

と報じられている。 

 

会談後に Burgum 長官は、GOLD やダイヤモンド、コ

ルタンなど豊富な鉱物資源を有するベネズエラの潜在

力を強調し、外国企業の投資を呼び込むためには規制緩

和や法制度の整備が不可欠と指摘した。 

 

ロドリゲス暫定政権側も鉱山法の改定を近く国会に提

出する方針を示し、投資手続きの簡素化や資本導入を進

める意向を明らかにした。 

 

翌３月５日に、Burgum 長官とロドリゲス暫定大統領は

再び会合を実施。同会合には、米国・カナダの鉱物・資

源関連企業２０社超の代表らも参加した。 

 

 

 

会合では、ベネズエラの鉱物資源開発を本格化させるた

めの投資計画や安全な採掘体制の構築、雇用創出の可能

性などについて議論が行われたという。 

なお、会合に参加したことが確認されている企業は以下

の通り。 

 

・Peabody Energy 

・Orion Resource Partners 

・TechMet 

・Ivanhoe Mines 

・Hartree Partners 

・Trafigura 

・Lundin Mining Corp 

・Orion CMC 

・Paulson & Co 

・Caterpillar 

 

米国政府は電気自動車や防衛産業に不可欠な重要鉱物

の供給確保を重視しており、ベネズエラとの資源協力を

通じて中国依存の低減を図る狙いがあると報じられて

いる。 

また、ベネズエラにとっても外国資本の導入による鉱物

産業の再建や雇用創出が期待されており、双方に Win.-

Win な協議が行われたとされる。 

 

（写真）@delcyrodriguezv 

 



 VENEZUELA TODAY 
２０２６年３月４日～３月５日報道              No.１３４０   ２０２６年３月６日（水曜） 

3 / 8 

 

「国会議長 鉱物法の改定に動いている」         

 

前述の通り、ロドリゲス暫定大統領は、米国の Burgum

内務長官と会談し、政府の経済チームが数日以内に鉱物

法改定案を国会に提出する予定であると説明。 

 

鉱業分野への投資拡大に向けて鉱物法の改定を迅速に

進める方針を示した。 

 

ホルヘ・ロドリゲス国会議長も暫定政権の方針に同調。 

国会役員グループ主導で鉱物法の見直しプロセスを開

始しており、可能な限り迅速に法律を改定するとコメン

トした。 

 

今回の改定は GOLD やダイヤモンド、希少金属などの

開発を含む鉱業分野への投資拡大が想定されており、先

日改定された炭化水素法改革と同様に、資源開発への民

間資本参加を促す仕組みが導入されるとみられている。 

 

ベネズエラには GOLD、鉄鉱石、ボーキサイト、コル

タンなど豊富な鉱物資源が存在するが、設備の老朽化や

資本不足により生産は低迷。 

米国の経済制裁がこの状況に拍車をかけ、生産は潜在能

力を大きく下回っている。 

 

今回の Burgum 長官のベネズエラ訪問は、米国とベネズ

エラの資源分野における協力強化の動きを象徴するも

ので、石油分野に続き、鉱物分野でも投資拡大の契機と

なる可能性がある。 

 

「米国政府 American Airlines の運航を許可」         

 

３月４日 米国交通省は、American Airlines の子会社

「Envoy」に対して、カラカス－マイアミ、マラカイボ

－マイアミ間の運航を許可したと発表した。 

 

 

American Airlines は１９８７年から米国－ベネズエラ

間の運航を開始。しかし、２０１９年にトランプ政権が

グアイド暫定政権をベネズエラの正当な政府と認識し

たことで、マドゥロ政権との外交関係が断絶。 

 

これを受けて、American Airlines は２０１９年に米国

－ベネズエラ間の運航を停止し、約７年が経過していた。 

 

なお、米国交通省が運航再開を許可した期間は２年間と

報じられている。 

 

経 済                        

「OFAC 鉱物開発の制裁ライセンス発行準備」           

 

（このニュースは３月５日付のものだが、Burgum 内務

長官に関連する話題のため３月４日のニュースで紹介

する） 

 

３月５日 Burgum 内務長官は、２日間のベネズエラ訪

問を終え、マイケティア空港にて最後に記者らに対して

今回の訪問の総括を行った。 

 

その中で、Burgum 内務長官は、 

「我々は全ての企業に対して、ベネズエラの鉱物産業へ

の投資を許可し、ベネズエラに新たな技術を流入させる

ための制裁ライセンスを発行するだろう」 

とコメント。 

 

また、「ロドリゲス暫定政権が鉱物分野での投資可能性

を促進するために鉱物法を改定することを信じている」 

「経済交流の深化は両国にとってポジティブなことだ」

「ベネズエラ国民の繁栄とベネズエラの平和と安定に

貢献できることを喜んでいる」 

との見解を示した。 
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「Monomeros 新ライセンス 収入は米国が管理」                  

 

米国の「外国資産管理局（OFAC）」は、ベネズエラ国営

石油化学公社「Pequiven」の子会社「Monómeros」の事

業継続を認める制裁ライセンスを更新した。 

 

Monómeros はコロンビアに拠点を置く肥料メーカーで、

窒素肥料やリン酸肥料などを生産し、主にコロンビアや

周辺地域の農業向けに肥料を供給している。 

 

Monómeros はコロンビア農業にとって重要な肥料供給

企業であり、今回のライセンス更新は同国の農業生産へ

の悪影響を抑える意味でも注目されている。 

 

Monómeros の親会社である Pequiven はベネズエラ政

府の国営会社であり、米国の対ベネズエラ制裁の対象企

業とみなされているため、事業継続には OFAC の特別

許可が必要となっている。 

 

２０２５年、トランプ政権はマドゥロ政権への圧力を強

化している関係でMonómerosに対して発行していた制

裁ライセンスを２０２５年６月に失効させていた。 

 

制裁ライセンスが失効した後、Monómeros は完全に操

業を停止したわけではなかったが、通常の国際取引を伴

う形での事業には強い制限がかけられていた。 

 

今回、制裁ライセンスが更新されたことで、Monómeros

の事業活動は円滑になるが、同社の売上などの収益は米

国が管理する基金に積み立てられることになるという。 

 

同措置は資金の透明性を確保するとともに、債権者によ

る差し押さえなどのリスクを回避する狙いがあるとさ

れている。 

 

 

 

「ベネズエラからコロンビアへの電力供給を検討」                  

 

Milton Rengifo 在ベネズエラ・コロンビア大使は、ベネ

ズエラからコロンビアへの電力供給の再開について、両

国間で協議が進んでいると明らかにした。 

 

電力供給はベネズエラ国営電力会社「Corpoelec」を通

じて実施される可能性があるという。 

 

電力供給が再開されれば、電力供給が不安定なコロンビ

アの国境地域にとって大きな意味を持つとみられてい

る。 

 

Rengifo 大使によると、現在は電力供給再開に向けた技

術的・制度的な調整が進められている段階。 

両国には未解決の債務問題などが残っているものの、現

在の協議は「前向きな結果につながる可能性がある」と

の見解を示した。 

 

「中銀 ２５年 GDP 成長率は前年比８．７％増」                  

 

３月４日 ベネズエラ中央銀行は、２０２５年第４四半

期の「国内総生産（GDP）」が前年同期と比べて７．０

７％増加したと発表した。 

 

中央銀行の認識では、ベネズエラ経済は１９四半期連続

で経済活動水準が拡大したことになる。 

 

中央銀行によると、２０２５年第 4 四半期は、石油部門

が同１３．４１％増、非石油部門が同５．３％増とそれ

ぞれ成長した。 

 

また、２０２５年通年の GDP 成長率は８．６６％増だ

ったという。 

 

 



 VENEZUELA TODAY 
２０２６年３月４日～３月５日報道              No.１３４０   ２０２６年３月６日（水曜） 

5 / 8 

 

なお、中央銀行が公表した２０２５年第４四半期の非石

油部門の業種別経済成長率（前年同期比）は以下の通り。 

 

・ 建設：１９．２７％増 

・ 鉱業：１９．２５％増 

・ 宿泊・飲食サービス：８．１７％増 

・ 商業および自動車修理：７．２１％増 

・ 運輸・倉庫：６．９５％増 

・ 製造業：６．０５％増 

・ 金融・保険：５．８５％増 

・ 教育、医療などのサービス：５．５３％増 

・ 農業：５．１％増 

 

「２０２５年の鶏肉生産 前年比５０．４％増」                  

 

ベネズエラの「養鶏業界団体（Fenavi）」の Francisco 

Tagliapietra 代表は、２０２５年の国内鶏肉生産が前年

比５０．４１％増となり、大幅な成長を記録したと明ら

かにした。 

 

これにより、国内市場への供給は安定しており、全国の

流通網を通じて鶏肉製品の供給が確保されているとい

う。 

 

Tagliapietra 代表は、「鶏肉は牛肉などに比べて価格が安

く、家庭の食卓で重要な食品となっている」と説明。 

 

２０２５年の１人当たりの鶏肉消費量は年間約３０キ

ロに達し、国内で最も手頃な動物性タンパク源として需

要が拡大していると述べた。 

 

一方、卵の消費量は 1 人当たり年間約１６０個にとどま

っており、メキシコ（４３６個）やコロンビア（３２０

個）と比べると依然として低い水準にあると補足した。 

 

 

 

また、Tagliapietra 代表は、２０２６年の養鶏産業につ

いて、鶏肉の需要は今後も増加すると考えており、「２

０２５年比１５％の成長を見込んでいる」との見解を示

した。 

 

２０２６年３月５日（木曜）              

政 治                       

「米・ベネズエラ 外交関係の正式再開を発表     

    ～暫定大統領 トランプ大統領に感謝～」        

 

３月５日 米国国務省は、ベネズエラ暫定政権と外交関

係および領事関係を再開させることで合意したと発表

した。 

 

国務省が公表した声明文では、「今回の合意は、ベネズ

エラの安定促進、経済回復の支援、そして政治的和解の

前進に向けた取り組みを促進するもの」と説明。 

 

「我々の関与は、ベネズエラ国民の前進を支援すること

に重点を置いており、段階的なプロセスを通じて、民主

的に選出された政府への平和的な移行を可能にする条

件を整えること」としている。 

 

 

（写真）米国国務省声明 
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トランプ大統領は、ベネズエラについて言及するにあた

り度々ロドリゲス暫定大統領について「素晴らしい仕事

をしている」と高く評価している。 

 

これを受けて、ロドリゲス暫定大統領は 

「トランプ大統領の友好的な姿勢に感謝する」 

とコメントしており、政治・経済両面で両国の関係改善

が続いている。 

 

「英国政府高官 ベネズエラを訪問」           

 

３月５日 ベネズエラ政府は、英国政府代表団を受け入

れた。 

 

英国から訪問したのは「英国外務・開発省（FCDO）」

のアメリカ担当ダイレクターの Harriet Thompson 氏。 

FCDOラテンアメリカ担当副ダイレクターのCatherine 

O’Neill 氏。 

 

両名はベネズエラ外務省関係者と会談したほか、ベネズ

エラ国内で事業を行っている英国企業やベネズエラ・英

国商工会議所の関係者らと意見交換を行った。 

 

ベネズエラ外務省との協議では、ベネズエラ市場におけ

る投資や商業活動の可能性、二国間の経済協力の拡大な

どが議題となり、両国は相互理解と主権尊重を基盤とし

た形で関係強化を進めるとの意向を確認した。 

 

英国政府とベネズエラ政府の関係は悪い。 

 

特に英国政府がマドゥロ政権およびロドリゲス暫定政

権をベネズエラの正当な政府と認識しない方針を示し

ており、英国銀行で保管されている約４０億ドルに相当

するベネズエラ中央銀行の GOLD を差し押さえており、

両国の外交問題になっている（「ベネズエラ・トゥデイ

No.1320」）。 

 

 

（写真）英国外務・開発省（FCDO）Instagram 

 

「米国 ベネズエラ原油輸送船会社の制裁解除」            

 

米国の「外国資産管理局（OFAC）」は、ベネズエラ産原

油の輸送に関与したとして制裁対象となっていた海運

会社 Arctic Voyager Incorporated および同社が所有す

るタンカー「Kiara M」を、制裁対象リスト（SDN リス

ト）から除外すると発表した。 

 

２０２５年１２月 Arctic Voyager Incorporated および

Kiara M は、ベネズエラの石油部門で活動したとして米

国の対ベネズエラ制裁の対象となり、資産凍結や米国企

業との取引禁止などの措置が科されていた（「ベネズエ

ラ・トゥデイ No.1307」）。 

 

なお、米国政府は今回の制裁解除について、具体的な理

由は説明していない 

 

「MCM ３月下旬～４月上旬の帰国を検討か」         

 

３月１日 野党指導者マリア・コリナ・マチャド氏

（MCM）は、「数週間内にベネズエラへ帰国する」との

ビデオメッセージを投稿した（「ベネズエラ・トゥデイ

No.1338」）。 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/66fd7b7f961838a8a294db8fb433ff03.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/66fd7b7f961838a8a294db8fb433ff03.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/72ee4c1e15439342c31c064d966f68f7.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/72ee4c1e15439342c31c064d966f68f7.pdf
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ディオスダード・カベジョ内務司法相は、自身が司会を

務めるテレビ番組「Con El Mazo Dando」にて、MCM

氏の帰国発言についてコメント。 

 

情報提供者から得た情報として、「MCM 氏は３月２９

日～４月５日までのセマナサンタの期間中にベネズエ

ラへの帰国を計画している」と指摘した。 

 

また、情報提供者は「彼女を迎えるために自分も準備を

整えておきたいと思っている」と言及しているようで、

MCM 氏のベネズエラ帰国に向けて何らかの準備をし

ている可能性を示唆した。 

 

なお、情報提供者によると、トランプ政権は MCM 氏の

ベネズエラ帰国を望んでおらず、「今回の MCM 氏の帰

国発言は、トランプ政権から宣戦布告と解釈されている」

と述べた。 

 

経 済                       

「英 Shell ベネズエラ投資で複数の契約を締結     

 ～Vepica、Baker Hughes らプロジェクト関与～」            

 

３月５日 ベネズエラ政府は、英国系エネルギー大手 

「Shell」と石油・ガス分野での協力に関する複数の合意

を締結した。 

 

協定署名式はカラカスで行われ、デルシー・ロドリゲス

暫定大統領の立ち会いのもと、Doug Burgum 米国内務

長官および英国 FCDO の Harriet Thompson アメリカ

担当ダイレクターらの訪問に合わせて実施された。 

 

経済系メディア「Bancaynegocios」によると、今回の合

意は、海上ガス開発の機会に加え、国内油田の生産拡大

を含む広範なエネルギープロジェクトを対象としてい

る。 

 

 

特に、モナガス州の Punta de Mata 地区にある Carito お

よびPiritual生産ユニットの開発が中心となっているよ

うだ。 

 

また、Shell はベネズエラ政府との協定に加え、複数の

関連企業とも技術・商業契約を締結した。 

 

具体的には、ベネズエラのエンジニアリング会社 

Vepica、米国のエネルギーサービス企業 Baker Hughes、

さらにエンジニアリング企業 KBR などがプロジェク

トに関与する予定と報じられている。 

 

これらの企業は、油田開発に必要な設計、技術支援、設

備関連サービスなどを担う見通しとなっている。 

 

Shell は歴史的にベネズエラのエネルギー分野で活動し

てきた企業の一つであり、今回の合意は同社によるベネ

ズエラ投資の再開を象徴する動きとして注目される。 

 

「Trafigura Mineriven と GOLD 取引を締結」         

 

米国系デジタルメディア「Axios」は、ベネズエラ金公社

「Minerven」と国際資源トレーダー「Trafigura」が、６

５０～１０００キロの GOLD を販売する契約を締結し

たと報じた。 

 

この取引は米国市場向けだという。現在の GOLD 価格

を基準にすると、1 キロ当たり約１６．６万ドルとされ、

数億ドル規模の契約になる可能性がある。 

 

今回の契約は、Burgum 内務長官がベネズエラを訪問し、

米国とベネズエラの資源関連の経済関係強化を調整し

ている最中での契約となった。 
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「OFAC GOLD RESERVE にライセンス発行」         

 

米国 OFAC は、カナダ系鉱山企業「Gold Reserve」に対

し、ベネズエラ政府との交渉を開始することを認める３

０日間の特別ライセンスを付与した。 

 

今回の措置により、Gold Reserve はベネズエラでの鉱業

プロジェクトや投資に関する協議を行うことが可能と

なる。 

 

Gold Reserve は、ベネズエラの金鉱山プロジェクト「ラ

ス・クリスティーナス（Las Cristinas）」を保有していた

が、２００８～０９年にウゴ・チャベス政権が鉱業権を

取り消したことで事業を停止していた。 

 

今回のライセンスは、Gold Reserve が１７年ぶりにベネ

ズエラ市場へ復帰する可能性を開くものとなる。 

 

Gold Reserve は今回の制裁ライセンス発行について「歴

史的な機会」とコメント。 

 

「期間内にベネズエラ政府との協議を進め、将来的な投

資や資源開発プロジェクトにつなげる可能性がある」と

の見解を示している。 

 

以上 

 


